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　一事案の概要
　Xは、A（株）との間の平成4年7月1日付け建物賃貸借契約に基づきAに敷
金3000万円を差し入れ、Yが、同日、Aの敷金返還債務を連帯保証した。Xは、
契約終了に伴い建物を明け渡したことを理由に、Yに対する3000万円の上記連
帯保証債務履行請求権を被保全債権として、Y所有のL、土地及び建物にっいて、
仮差押命令の申立てをし、平成13年9月17日に仮差押命令が発せられ、その執行
がされた。本件は、Xが、上記仮差押命令と同一の請求権を被保全債権として、
Y所有のL2土地につき、仮差押命令の申立てをした事案である。
　原々決定（平成14年6月6日）は、「不動産仮差押命令によって既に保全の対象
となっている権利と同一の権利を被保全権利として、別個の不動産に対して二重
に仮差押命令の申立てをすることは許されないというべきである。なぜなら、か
かる被保全権利については、その全額について既に債権者が求めたとおり不動産
仮差押命令によって保全されているのであり、逆に、かかる申立てを許容するな
らば、債権者は本執行において同一の債権で二重に満足を受けることになりかね
ないばかりか、債務者は、解放金を二重に供託しなければ執行の解放が得られな
いことにもなり、不当な結論となるからである。」「したがって、本件において
は、不動産仮差押えによる権利保護の必要性が認められない」旨を判示し、X
の申立てを却下した。
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　　　　（1）　Xが即時抗告。
　原決定（平成14年7月18日）は、概要以下のとおり判示して、Xの即時抗告を
棄却した。「保全裁判所が、債権者の仮差押申立てを理由があるものとして、そ
の旨の仮差押命令を発し、これに基づく仮差押命令の効力が保有されている場合
には、債権者は、その仮差押命令により既に保全された債権と同一の債権を被保
全権利とし、同一の保全の必要性に基づいて、別個の目的物に対して新たな仮差
押命令の申立てをすることは、全く同一の被保全権利及び保全の必要性について
重ねて保全の申立てをし、その当否について更なる審理を求めることになるので
あるから、裁判一般の基本原理である広い意味での一事不再理の原則が適用さ
れ、権利保護の要件を欠くこととなると解すべきである。本件申立ては、既に発
せられ、いまだ効力を有している状態にある仮差押命令と全く同一の被保全債権
及び同一の仮差押命令の保全の必要性に基づくものであるから、許されない。」
　　　　　　　　（2）Xが抗告許可を申し立て、原審において抗告が許可された。
　二　決定要旨（破棄自判）
　　（3）　本決定は、「仮差押命令の申立てにおいては、被保全債権及び債務者の所有す
る特定の物（動産については、特定を要しない。）についての仮差押命令の必要性
が審理の対象となるところ（同法13条、20条、21条）、ある被保全債権に基づく仮
差押命令が発せられた後でも、異なる目的物についての強制執行を保全しなけれ
ば当該債権の完全な弁済を得ることができないとして仮差押命令の必要性が認め
られるときは、既に発せられた仮差押命令の必要性とは異なる必要性が存在する
というべきであるから、当該目的物についての仮差押命令の申立てにつき権利保
護の要件を欠くものではない。」「したがって、特定の目的物について既に仮差押
命令を得た債権者は、これと異なる目的物について更に仮差押えをしなければ、
金銭債権の完全な弁済を受けるに足りる強制執行をすることができなくなるおそ
れがあるとき、又はその強制執行をするのに著しい困難を生ずるおそれがあると
きには、既に発せられた仮差押命令と同一の被保全債権に基づき、異なる目的物
に対し、更に仮差押命令の申立てをすることができる。」と判示して、原決定を
破棄し、原々決定を取り消し、本件を原々審に差し戻した。
　本決定には、裁判官北川弘治の補足意見がある。法廷意見が、「先後両仮差押
命令に定められる仮差押解放金の額の合計が被保全債権の額を超えることとなる
場合にも、仮差押解放金の供託により仮差押えの執行の停止又は取消しを求めよ
うとする債務者に被保全債権の額を超える仮差押解放金の供託をさせることがな
いような扱いをすることが可能であ」ると指摘した点に関し、「先行仮差押命令
と同一の被保全債権に基づき、異なる目的物にっいて仮差押命令を発するに当た
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って、両仮差押命令の仮差押解放金の額の合計が被保全債権の額を超えることと
なるときは、裁判所は、後行仮差押命令の主文において、仮差押解放金の額を定
めた上、この供託は先行仮差押命令における仮差押解放金の供託によってもする
ことができる旨を付記すべきである。そうすることによって、債務者が被保全債
権の額を超える仮差押解放金を供託しなければならない事態を避けることができ
る。」とし、後行仮差押命令を発した後の手続等について、「（1）（中略）債務者
は、先行仮差押命令及び後行仮差押命令の各事件番号を供託書に併記して、供託
所に仮差押解放金を供託することができる。そして、それぞれの保全執行裁判所
に供託書の副本を提出して、先後両仮差押えの執行の停止又は取消しを求めるこ
とができる（民事保全法51条）。」「（2）仮差押解放金の供託により、両仮差押命令
における執行の効果は、仮差押解放金の取戻請求権の上に移行する。債権者が、
被保全債権につき本案の債務名義を得て、仮差押解放金の取戻請求権に対する債
権差押命令を申し立てるときは、差押えの対象を供託番号により特定し、供託原
因については両仮差押命令の事件番号を併記することとなる。」「（3）債務者が、
仮差押命令申立ての取下げや保全異議又は保全取消しの申立てによる取消しを理
由として仮差押解放金を取り戻すためには、両仮差押命令のそれぞれにつき、供
託原因の消滅証明書を得た上、併せて供託所に提出する（供託法8条、供託規則25
条）ことが必要である。」との考えを示した。
　三　評　　　釈
　判旨及び補足意見に賛成する。
1　はじめに
　本件は、債権者が被保全債権を保全するために債務者所有の特定不動産につい
て仮差押命令（先行仮差押命令）を得たが、その一部が保全されていないことを
理由に、同一の被保全債権に基づき、債務者所有の別個の不動産に対して仮差押
命令（後行仮差押命令）の申立てをすることが許されるかどうかが問題となった
事案である。このような問題が実務上議論されたことは旧法時代を通じて寡聞で
あったが、考えてみれば、①先行仮差押命令の目的不動産の価値が債権者の被保
全債権金額に満たなかったことが発令後に判明した場合、②先行仮差押命令の目
的不動産の価値が発令後に下落して被保全債権に満たなくなったことが判明した
場合、③他の債権者による差押え又は仮差押えが競合したために本執行による債
権の満足が得られないおそれが生じた場合等に生じることである。しかし、実務
でこれが仮差押命令を発するうえで支障があるものとは考えられたことはなかっ
た。本件は、①ないし③のいずれの場合であるのかが判然としない。③の事情の
存在は判例集の中にうかがわれないので、①又は②の場合と考えられるが、被保
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全債権と目的不動産の客観的な価額が一致しないことは現実として生じうること
であり、また、目的不動産の価額が変動することは防ぎようがなく、これらの場
合、実務においては、先行仮差押命令の請求債権をもって、あるいはそのうち目
的不動産の価額との差額分を被保全債権として、債務者所有の別個の不動産に対
して仮差押命令の申立てをする例があるが、実務の取扱いが後記のとおり分かれ
るに至ったことから、許可抗告事件として最高裁において審理、判断がされたも
のであり、内容的にも手続先例的にも重要な意義がある。
2　保全手続実務の取扱い
　（1）　この問題に関する本決定前の最近の保全手続実務は、以下のとおり、取
扱いが分かれていた。
　東京地裁は、近時、従前の取扱いを改め、債権者は、請求債権を保全するのに
不足があると考えるときは、先行仮差押命令申立てをいったん全部取り下げて、
改めて請求債権額を振り分けて複数の不動産に対する仮差押命令申立てをしなけ
ればならないとした。その理由として、（i）不動産仮差押命令においては、担保
付きの不動産であっても請求債権と同額として扱われ、請求債権の全額が被保全
債権として審理の対象とされているから、その後に対象不動産の価格が下落した
事実を主張されても、下落の幅も請求債権の不足額も明らかとならず、後行仮差
押命令の被保全債権は保全されているということができる、したがって、このよ
うな先行仮差押命令が存続しているままの状態で、これと同一の被保全債権を別
個の後行仮差押命令の審理の対象にすることは、一事不再理の要請に反し、権利
保護の必要性がない、（ii）このような後行仮差押命令申立てを許容すると、対象
不動産が下落するたびに無限に仮差押えを認めなければならなくなり、裁判の自
殺になる、（iii）不動産仮差押命令で定めるべき仮差押解放金額は、一般的に請求
債権額を基準として運用されているから、後行仮差押命令申立てを許容すると、
仮差押解放金供託による執行取消しを得るには二重に仮差押解放金を積まなけれ
ばならない不都合が生じる、（iv）対象不動産に対する本執行が競合した場合、仮
差押債権者は請求債権額を基準にして配当加入することができることになるか
ら、超過仮差押命令を得たことになり、他の配当加入債権者よりも配当の面で有
利な立場に立つ、（v）逆に対象不動産の価格が上昇した場合には、その限度で仮
差押命令の効力を減じなけれならないが、そのような方途はない、というので
　（4）
ある。この考え方は、ここ数年の間に東京地裁の実務の扱いとして定着したもの
と思われるが、本件の原々決定及び原決定は、判文上この考え方に依拠している
ことがうかがわれる。
　これに対し、大阪地裁は、これまでの実務の取扱いを基本的に前提として、先
民事手続判例研究（遠藤）　　225
行仮差押命令の対象不動産の価額が下落した場合、他の不動産に対し追加の仮差
押命令申立てをすることができるが、不動産仮差押命令は、将来の本執行におい
て被保全債権の満足が得られる地位が確保されるものとして発令されたはずのも
のであるから、僅かな価額の変動まで含めて保全不足を解消することを必要とす
る運用は耐えがたいので、後行仮差押命令を申し立てた債権者に対し、配当に近
似する確実な価額の立証を求め、対象不動産と請求債権額との関係が債権者の主
張のとおりであることが確認された場合に限り、この申立てを許容する扱いが正
当である、としている。その理由として、（i）仮差押命令の審理の対象は、被保
全債権及び保全の必要性であり、不動産仮差押命令は具体的な財産を特定して発
令の可否を決めなければならないから、保全の必要性の審理は、特定の不動産を
対象に行われるのであり、後行の追加仮差押命令は、同一の被保全債権を重ねて
審理することになっても、審理の単位としては異なっているから、審理が重複す
るとの問題は生じない、また、仮差押命令において被保全債権が保全されている
状態にあるというのは、債権者に将来の本執行における完全な満足を得られる地
位が確保されている状態を指すのであり、被保全債権の額と対象不動産との額の
単純な対比のみで保全状態にあるとはいえないのであるから、対象不動産の価格
が下落した場合には、十分な執行保全が得られていない、（ii）債務者の財産には
自ずと限りがあり、また、債権者は担保を提供する負担を受けて後行仮差押命令
申立てをするのであるから、無限に仮差押えが繰り返されるという事態は考えら
れない、（iii）このような後行仮差押命令は従前の実務では日常的に発令されてき
たが、後行仮差押命令の仮差押解放金が供託された事例もなく、それほど強調す
べき弊害とはいえないうえ、先行仮差押命令の仮差押解放金を供託して後行仮差
押命令について事情変更による保全取消しを申し立てることにより、仮差押解放
金の二重供託をする必要がなくなる、また、先行仮差押命令の仮差押解放金の額
が対象不動産の価額を上回ることを異議事由として、保全異議の申立てをする方
法もある、（iv）1個の請求債権で複数の財産を差し押さえることは許容されてい
るから、仮差押債権額と請求債権額とを一致させる実務の取扱いを前提としてこ
の仮差押債権額と比較するのは、前提自体が理論的でなく疑問である、（v）後行
仮差押命令申立ては、追加であることが裁判所に判明しないことが多い、という
　　　　ののである。本件の原々決定に対する即時抗告理由及び原決定に対する抗告理由
は、この考え方と同じ立場から論じられているものであるが、大阪地裁の考え方
が公表される以前の段階で問題点を指摘した説得力のある内容である。
　（2）両地裁の考え方の基本的な違いは、（i）仮差押えの対象不動産が被保全
債権と同額の価値があるものとして発令された不動産仮差押命令は、その後に不
動産の時価が下落した場合であっても、被保全債権が保全されている状態である
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とみるべきものであるのかどうか、（ii）後行仮差押命令申立てを許容すると、債
務者は、仮差押解放金の供託による先行・後行両仮差押命令の執行の取消しを得
るうえで、看過できない不利益を受けることになるかどうか、にある。（i）は
理論上の問題であり、実務上は（ii）の問題が深刻である。（i）について、
原々決定及び原決定は、いずれも被保全債権が保全されている状態にあるから権
利保護の要件を欠くと判断し、原々決定に対する即時抗告理由及び原決定に対す
る抗告理由はこれを否定したものであるところ、本決定は、先行仮差押命令発令
後に、異なる目的物についての強制執行を保全しなければ当該債権の完全な弁済
を得ることができないときは、先行仮差押命令の必要性とは異なる保全の必要性
が存在するから、権利保護の要件を欠くものではないとした。また、（ii）につい
て、原々決定及び原決定は、債務者に二重供託の不利益があることを肯定し、
原々決定に対する即時抗告理由及び原決定に対する抗告理由は、その不利益を避
けることが可能であるとしたものであるところ、本決定は、被保全債権の額を超
える仮差押解放金の供託をする必要がない取扱いが可能であるとした。
　この問題は、仮差押命令申立事件の審理の対象、不動産仮差押命令における保
全の必要性、仮差押申立事件における一事不再理の概念、後行仮差押命令の被保
全債権の内容、仮差押解放金の性質・定め方等について検討する必要があり、債
権仮差押申立事件との比較も欠かせない。
3　不動産仮差押命令における被保全債権と対象不動産の関係
　（1）不動産仮差押命令における被保全債権と対象不動産の関係について、実
務は、債務者への不必要な負担をかける超過仮差押えを避けるため、あるいは、
適正な仮差押解放金の決定を担保するため、被保全債権額と目的物の価額を一致
させる運用をしており、担保付き不動産であっても剰余価値の把握が困難なため
に目的不動産の価額を被保全債権と同額とみなしたうえ、不動産仮差押命令が発
　　　　（6）令されている。この運用の妥当性は、債権者の立場からみると、目的物の価額が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）債権者の供託すべき担保額の算定の基準とされていることに支えられている。も
っとも、超過仮差押えの禁止は、被保全債権の価額を超える財産の仮差押えを禁
止するものであって、本執行段階において他の債権者の配当要求があれば被保全
債権全額の満足が得られないおそれもあるから、被保全債権の価額よりも少ない
価額であることが明らかな目的不動産の仮差押命令申立て及び被保全債権の価額
よりも大きい価額であることが明らかな目的不動産の仮差押命令申立てについ
て、常に、被保全債権額と対象不動産の価額とを一致させなければならない必然
　　〔8）性はない。また、同一の被保全債権で複数の目的不動産について仮差押命令の申
立てをする場合、被保全債権額を超えて仮差押執行がされるおそれがあることを
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考える必要もあるが、その是正は執行手続内ですることが可能であり、また、そ
れで足りるのであるから、被保全債権を縮減しない申立てであってもこれを許容
　　　　（9）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）
すべきである。被保全債権を各不動産に案分して割り振ることも、債務者のため
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のの仮差押解放金と関係から考えられるが、そうしなければならない理由はない。
　（2）　そこで、実務の運用に従って被保全債権額と目的物の価額を一致させて
先行仮差押命令が出された後に、新たに発見した債務者所有の不動産に対し、同
一の被保全債権をもって、あるいは、先行仮差押命令の対象不動産の価額を再評
価し、その価額と被保全債権の価額との差額分を被保全債権として、仮差押命令
が追加して申し立てられた場合、これまでの実務はこれを許容していたのであ
　　　　　
って、とくに異論はなかった。債権仮差押えの場合も、仮差押債権が一部存在し
ていなかったときは、新たに発見した債権について追加の債権仮差押命令の申立
　　　　　　　エのてが許されていた。東京地裁の近時の実務の扱いは、これらに対し、先行仮差押
命令申立事件について再度審理を求めることにならないかを問うものであり、保
全処分の裁判の審理の対象について検討することを求めたものである。
4　仮差押命令申立事件の審理の対象
　（1）不動産仮差押命令申立事件における審理の対象は、被保全債権及び保全
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のの必要性であり（民事保全法（以下「法」という）13条1、2項、20条1項）、仮差
押命令は具体的な財産を目的物として発しなければならない（法21条本文）から、
その保全の必要性は、特定の目的不動産を前提に審理すべきである。本決定もこ
のことを述べている。旧法下においては、仮差押命令発令手続と執行手続とは別
個のもので、仮差押命令は、具体的な執行手続と切り離された独立の抽象的仮差
　　　　　　　　　　　　　の押命令であると解されていたが、仮差押命令手続の機能は仮差押執行と離れて存
　　　　　　の在意義がないことから、実務は、特定の財産を目的物とする仮差押命令を発する
運用が行われていた。このような状況のもとで、保全訴訟の審理の対象につい
て、被保全債権及び保全の必要性がどう位置付けられるかが議論されてきた。先
　　　　　　の行の研究結果は、保全訴訟上の請求の法的性格・機能については、特に仮の地位
を定める仮処分をめぐり諸説があるものの、被保全債権及び保全の必要性を保全
訴訟の対象とする考え方が多数であり、保全訴訟の暫定性・迅速性の確保が手続
の改革（決定手続、不服申立手続等）によって図られるに至った民事保全法の前記
各規定のもとでは、この議論は立法的に決着がつけられたものということができ
よう。もっとも、保全訴訟の訴訟物論については、被保全権利の審理の軽減化を
図る仮の権利保護手続としての再構成も展開されてきたところであるが、二重申
立ての禁止や却下決定の既判力の範囲などの個々の問題の解決のための道具とし
ては必ずしも有用に機能しているわけではない。したがって、保全訴訟の審理の
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対象が被保全債権と保全の必要性によって構成されていることを所与のものと
し、本案において権利関係が確定するまでそれを保全する暫定性・迅速性が求め
られている保全訴訟の特殊性を勘案して、先行仮差押命令申立事件と後行仮差押
命令申立事件の単一性、同一性の有無を判断する必要がある。それには、裁判の
矛盾抵触の回避、紛争解決の一回性の要請にかかわる個々の場面において、被保
全債権と保全の必要性の関係を対等同格とみるか、被保全債権を中核とみるかを
　　　　　　　　　　　　　　　　（18）検討することが重要であると考えられる。
　（2）原決定及び原々決定は、仮差押命令を有する債権者は、その仮差押命令
により既に保全された債権と同一の債権を被保全権利として、別個の目的物に対
して新たな仮差押命令の申立てをすることは、同一の被保全権利及び保全の必要
性について重ねて保全の申立てをしたことになるから、権利保護の要件を欠くも
のであり、本件はこれに当たるとした（原決定は、一事不再理の原則が適用される
と判示した）。本決定は、一事不再理の原則には触れていないが、先行仮差押命
令とは異なる対象不動産を執行保全する必要性がある場合は先行仮差押命令とは
異なる必要性があるとし、事件ないし審理の単一性を否定したものとみることが
できる。
　本決定は、不動産仮差押命令申立事件の審理の対象となる保全の必要性は、当
該不動産についての仮差押命令の必要性であるとしたが、仮差押命令は、特定の
財産を対象にすることを要し、特定の財産に対する保全執行のための保全執行命
令である趣旨が法定されたことから、不動産仮差押命令の必要性についても、特
定の不動産についての必要性をいうものであることは明らかである。この点、原
決定及び原々決定も、明確ではないが、具体的な不動産との関連を捨象した抽象
　　　　　　　　　　　　　　　　　（19〉的なものであるとしているとは思われない。むしろ、先行不動産仮差押命令によ
り被保全債権が保全されたものと認定（擬制を含む）判断された事項について、
本執行において被保全債権が満足を受けられないおそれが現実に生じた場合に、
別の不動産を対象として被保全債権の保全を必要とする申立てを通じて先行不動
産仮差押命令と異なる判断を求めることが許容できるかどうか、ということにあ
ると考えられる。それは、事件ないし審理の単一性及び同一性の問題であって、
広い意味で、裁判における一事不再理にもかかわるものである。
5　保全訴訟における一事不再理
　（1）前記1に例示した①ないし③の場合は、いずれも、先行不動産仮差押命令
が発せられた後でも、異なる不動産についての強制執行を保全しなければ当該債
権の完全な弁済を得ることができないおそれのある場合に当たり、執行文の再度
付与の要件（民事執行法28条）を満している。このような状況は、①ないし③に
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限らず、そもそも不動産の価額が被保全債権の価額に満たないことが明らかであ
るにもかかわらず、被保全債権の全額をもって仮差押命令を得た場合に、新たな
不動産を発見したときにも生じる。このような場合、先行仮差押命令発令後に異
なる不動産を仮差押えしなければ被保全債権の執行の満足を受けられない状態が
生じたのであるから、新たに保全の必要性が生じたことは明らかであるが、先行
仮差押命令は被保全債権が保全されたことを認定したのであるから、この命令を
取り下げることなく、異なる不動産を対象にしてした後行仮差押命令の申立て
は、結果的にその判断に抵触する判断を求めるものであることが問題となる。
　（2）保全訴訟においても、裁判がなされた申立てに関して後訴をもって審理
を蒸し返すことを許さないとする一事不再理という概念を考えることが可能であ
る。しかし、審理の蒸し返しとされる事件の単一性、同一性の判断は、被保全債
権と保全の必要性を判断対象とする保全訴訟の場合は必ずしも明確ではない。先
行仮差押命令申立事件と後行仮差押命令申立事件の被保全債権及び保全の必要性
が同一である場合、後行仮差押命令申立ては権利保護の利益を欠くものとして却
　　　　　　　の下すべきであるが、後日に申し立てられたにもかかわらず保全の必要性は同一で
　　　　　　　　　　　　　　　　ラあるという事案は現実として想定できない。したがって、この問題を一事不再理
の理念によってのみ考えることには無理があるように思われる。他方、この問題
を保全処分の訴訟物の同一性の問題として、単に保全の必要性が異なるかどうか
を対象不動産を基準にすることも、前記の先行仮差押命令による保全の認定判断
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）の拘束力をいささかも考慮に入れない点で便宜的である。翻って、この問題に保
全処分の一事不再理を持ち込む原決定及び東京地裁の扱いの根底には、別の視点
があるようにも思われる。それは、もっぱら仮差押申立債権者の関与だけで審理
される保全手続においては、可能な限り1回の手続で、かつ、債務者に対する制
限を必要最小限の範囲におさめる努力を求めることによって、保証金を納付する
資力がありさえすれば必要な保全処分が得られるという安易な考え方を排除しよ
うとするものである。本決定は、一事不再理の理念について判断したものではな
く、また、訴訟物論に基づいて論究しているものではないが、被保全債権の内
容・数量を切り離して、先行仮差押命令発令後の保全の必要1生の有無のみを基準
にして後行仮差押命令の許否を決定する論理であるとすれば、審理の対象の単一
性、同一性の把握について被保全債権と保全の必要性を対等同格にみているもの
といえるであろう。通常訴訟における訴訟物による拘束力を問題にしているもの
ではなく、暫定性、迅速性を特徴とする保全訴訟における一事不再理であるか
ら、そこには債権者の負担の有無、程度を考慮すべき視点があってよいといえる
のであり、その意味では新たな目的物を仮差押えすることによって被保全債権が
本執行において満足を受け得ることになる状況の変化を債権者だけの負担に帰す
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ことは現実的ではない。
6　後行仮差押命令申立ての許否を巡る問題
　（1）　不動産仮差押命令を得た債権者は、被保全債権の価額にっいて保全の必
要性が審理判断されたのであるから、対象不動産の価額の誤算、価額の上昇・下
落のいずれをも享受するのが公平であろう。ことに不動産の価額の変動に伴って
追加の仮差押命令の申立てが許されるとするのは便宜にすぎるきらいがあり、実
　　　　　（23）務も耐えがたい。
　債権者の一方的な疎明によって審理が行われ、濫用的な申立てを排除する方法
をとることも現実には困難であるから、同一の被保全債権に基づく不動産仮差押
命令申立てについては慎重な判断が求められる。しかし、保全保分の緊急性、密
行性に基づく債権者の準備活動にも限界があることから、いっさいの追加申立て
が許されないとすることは、保全処分の機能を失わせることになりかねない。そ
こで、どの程度の格差が生じた場合に債権者の追加申立てを許容すべきかが問題
となる。大阪地裁の実務は、前記のとおり、債権者により先行仮差押命令で保全
されていない範囲が明確にされた場合に、その限度で後行の仮差押えを認める扱
いをしているが、実務の運用に耐えるためには、その格差が著しい場合に限る必
　　　　　　（24）要があると思われる。本決定は、被保全債権及び保全の必要性の判断を尽くさせ
るにため事件を原々審に差し戻すに当たり、この点について特段の考慮を求める
説示はないが、不動産仮差押命令申立事件の審理に求められる保全の必要性一般
に関するものとして、この格差の判断については原々審に委ねられたものといえ
よう。
　（2）後行仮差押命令申立てが許容された場合、仮差押解放金は被保全債権額
　　　　　　（25〉と定められるから、債務者が先行、後行仮差押命令の執行の停止又は取り消しを
求めるに当たって、被保全債権の額を超える仮差押解放金を供託しなければなら
ない事態が生じ得る。この点は、前記2（1）の大阪地裁の考え方（iii）のとおり、
先行仮差押命令の仮差押解放金を供託して後行仮差押命令について事情変更によ
る保全取消しの申立ての方法があるが、そのような迂遠な手段を強いることは債
務者に与える不利益が大きい。しかし、これについては、北川裁判官が、補足意
見において、このような事態を避ける方策を詳細に説明し、本決定後の平成15年
3月3日付け法務省民事局長通達「既に発せられた仮差押命令と同一の被保全債
権に基づき異なる目的物について仮差押命令が発せられた場合における仮差押解
　　　　　　　　　　　　　　（26）放金の供託について」（法務省民商第631号）が本決定の主旨に従った供託の取扱
い方法を通達した。これによって、債務者は、前記の迂遠な方法をとることな
く、1回の供託により仮差押えの執行の停止又は取消しを求めることができ、債
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務者に対して不利益を与えることがないよう措置された。本決定は、この補足意
見に沿う供託手続が定められたことが加わって追加仮差押えの手続全体が実効性
のある解決をみたものということができる。
7　本決定の意義
　（1）本決定は、一事不再理の原則そのものを否定しているわけではなく、保
全訴訟における一事不再理の理念は、被保全権利の同一性及びその保全の必要性
に限定して考えるのではなく、執行保全の満足を得る権利保護の必要性の存否を
重要な視点とすべきものとしたことに意義がある。そのうえで、本決定は、特定
の不動産にっいて既に仮差押命令を得た債権者は、これと異なる目的物について
仮差押命令の必要性があるときには、既に発せられた仮差押命令と同一の被保全
債権に基づき、異なる目的物に対し、更に仮差押命令の申立てをすることができ
るとしたが、仮差押命令の必要性がある場合とは、どの程度の格差があることを
必要とするかについて判断を示していない。その意味では、射程距離が判然とし
ないものということができるが、保全の必要性は、債務者の財産状況、被保全債
権の内容・数量、対象目的物その他諸般の事情を総合考慮して判断すべきもので
あるから、本決定において格差の許容範囲が判示されていないからといって、こ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（28）のことを否定したものとはいえないと考えられる。
　（2）本決定において、傍論ではあるが、先後両仮差押命令に定められる仮差
押解放金の額の合計が被保全債権の額を超えることとなる場合にも、仮差押解放
金の供託により仮差押えの執行の停止又は取消しを求めようとする債務者に被保
全債権の額を超える仮差押解放金の供託をさせることがないような扱いをするこ
とが可能であると指摘し、補足意見が、裁判所は、後行仮差押命令の主文におい
て、仮差押解放金の額を定めた上、この供託は先行仮差押命令における仮差押解
放金の供託によってもすることができる旨を付記すべきであるとして、供託方法
を説明した点は、債務者の手続保障の確保を図ったものとして高く評価すべきも
のである。本決定は、許可抗告事件であるが、判例統一の機会の少なかった保全
事件決定における重要な法令解釈を手続保障の観点を含めて示したこと、その審
理判断が迅速であったことについて、制度の趣旨を生かし、期待に応えたもので
あるということができる。
（1）即時抗告理由は、要旨、「①不動産仮差押命令の対象となった不動産だけでは債権全額を
回収できないのであれば、それは、債権が『保全されていない』ことは明白である。②本件に
おける債権者の申立てを許容したからといって、債権者が本執行において同一の債権で二重に
満足を受けることはありえない。③仮に、2度の仮差押命令について、いずれも、債権全額に
っいての仮差押解放金が定められたとしても、債務者は、同一の債権について複数の不動産に
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仮差押命令が付されていることを認識しているため、当該債権全額を供託して、双方の仮差押
命令にっいて、同時に、解放金供託による執行取消しを求めるはずであり、この場合、このよ
　うな執行取消しの申立てを受けた保全執行裁判所斌このような債務者の申立てを認めればす
むことである。しかも、債務者としては、一方の仮差押えについて債権全額を供託して仮差押
　えの解放を得ることができれば、同一債権について既に債権全額の供託がされている以上、事
情変更による保全取消しによって、他方の仮差押えを取り消すことが可能である。なお、仮差
押解放金の金額の決定に当たって、仮に、債権者の意見聴取が行われていれば、債権者として
　は、仮差押解放金の額を対象不動産の時価に下げてほしい旨の意見をいうことができたのであ
　るから、このような機会を与えられないまま、債権全額について仮差押解放金を債権全額と定
め、それを根拠に第2の申立てが封じられるのは、極めて不合理というほかない。」というもの
　である。
（2）抗告理由は、概要、「①保全の必要性は、個別の不動産によって異なり、別個独立に具体
　的に検討しなければならないものであり、また、先行仮差押えから後行仮差押えまでの間に時
間的な経過がある以上、その間の目的財産の価値の変化等の事情により保全の必要性は変わる
　ものであるが、原決定はこれらを考慮せずに単純に同一であるとしたのは誤りである。②本件
　は、差押対象財産が異なり、同一の事件とはいえないのであるから、一事不再理が問題になる
余地はない。（以下、略）」というものである。
（3）解説、評釈として、高部眞紀子「時の判例」ジュリスト1247号（2003年）150頁、吉岡伸
一「同一の被保全債権に基づく異なる目的物への仮差押え申立ての可否一最二小平15・1・31
　を材料に一」金融法務事情1677号（2003年）4頁、清水宏・判例評論538号（2003年）184頁、
平田岳雄・金融法務事清1683号（2003年）48頁、山本克己・金融法務事情1684号（2003年）60
頁、林道晴・NBL778号（2004年）69頁がある。コメントとして、瀬木比呂志「同一の被保全
権利に基づく追加仮差押えに関する最高裁判例の意味」金融法務事情1675号（2003年〉1頁が
　ある。
（4）瀬木比呂志「民事保全の申立てと審理に関する理論上、実務上の諸問題（一）」判例タイ
ムズ927号（1997年）4頁以下（束京地裁保全研究会『詳論民事保全の理論と実務』（判例タイ
　ムズ社、1998年）18頁以下所収）、同『民事保全法』（判例タイムズ社、2001年）146頁以下、
同「被保全権利を同じくする再度の不動産仮差押えの可否」判例タイムズ1078号（2002年）92
頁、深見敏正ほか「民事保全命令の一括申立て、同一請求債権に基づく再度の申立ての可否に
ついて」判例時報1783号（2002年）7頁以下、小池あゆみ「仮差押えが不奏功に終わった場合
の再度の申立て」東京地裁保全研究会編著『民事保全の実務〔新版〕（上）』（金融財政事情研
　究会、2003年）216頁以下。
（5）佐々木茂美＝森崎英二「同一被保全権利に基づく追加の仮差押命令申立ての可否」判例タ
　イムズ1104号（2002年）4頁以下。
（6）瀬木・前掲注（4）『民事保全法』146頁、佐々木＝森崎・前掲注（5）判例タイムズ1104
　号11頁注（10）。
（7）債権者が供託すべき担保額は、不動産仮差押えにあっては、目的不動産の価額を基準とす
　る扱いが実務の大勢であるとみることができる（大竹たかし「保全処分の保証額」丹野達＝青
　山善充編『裁判実務大系第4巻保全訴訟法』（青林書院、1984年）79頁、原井龍一郎二河合伸
一編『実務民事保全法〔新訂版〕』（商事法務研究会、2002年）191頁（華学昭博）及びそこに
　注記の文献）が、被保全債権額が目的物価額を上回る場合でも被保全債権額と対象不動産の価
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額とが一致するものとみなして担保額が決定されている（齊木教朗「担保額決定の基準」東京
地裁保全研究会編著『民事保全の実務〔新版〕（下）』（金融財政事情研究会、2003年）5頁）。
（8）西山俊彦『新版保全処分概論』（一粒社、1985年）65頁。この場合、仮差押解放金は、対
　象不動産の価額を基準にすべきであるが、被保全債権額を基準にこれを定めた不動産仮差押命
令に対しては、その算定の不当を保全異議の理由とすることができると考えられる（瀬木・前
掲注（4）『民事保全法』308頁に問題の指摘がある）。
（9）西山・前掲注（8）『新版保全処分概論』65頁、丹野達『民事保全手続の実務』（酒井書
店、1999年）31頁、44頁注（27）、原井二河合編・前掲注（7）『実務民事保全法〔新訂版〕』
70頁（栗原良扶）。いずれも、本執行の段階における他の債権者との競合等を事態が予想され
　る場合を想定している。
（10）柳川真佐夫『保全訴訟法〔補訂版〕』（判例タイムズ社、1976年）528頁。
（11〉　丹野・前掲注（9）『民事保全手続の実務』31頁、原井＝河合編・前掲注（7）『実務民事
保全法〔新訂版〕』70頁（栗原良扶）。
（12）菊井維大ほか『3訂版仮差押・仮処分』（青林書院、1982年）100頁以下は、これを肯定
　し、「債権者は、その残額（計算上）債権について不動産に対する仮差押命令を求めることが
　できる」としている。
（13）菊井ほか・前掲注（12）『3訂版仮差押・仮処分』101頁。瀬木・前掲注（4）『民事保全
法』150頁は、新たな申立てを全面的に封じるのは債権者に「酷ではないかとの実際的な配慮、
　また従来からこの場合については新たな申立てを許してきたという経緯から、例外的にこのよ
　うな取扱いがなされている」と説明している。
（14）　これは旧民訴法740条の規定を整備したもので、基本的な内容は同じであることにつき、
　山暗潮『新民事保全法の解説［増補改訂版］』（金融財政事情研究会、1991年）138頁。
（15）　最高裁昭和32年1月31日第1小法廷判決・民集11巻1号188頁。
（16）三ケ月章『民事執行法』（弘文堂、1981年）473頁。
（17）吉川大二郎「保全訴訟における裁判の既判力（一）（二・完）」法学協会雑誌59巻10号
　（1941年）1589頁以下、11号1792頁以下（同『増補保全訴訟の基本間題』（有斐閣、1952年）3
　頁所収）、兼子一「保全訴訟の性格」吉川大二郎博士還暦記念『保全処分の体系上巻』（法律文
化杜、1966年）3頁以下く同『民事法研究第3巻』（酒井書店、1969年）65頁所収）、中田淳一
　「保全訴訟の訴訟物と既判力」吉川大二郎博士還暦記念『保全処分の体系下巻』（法律文化社、
1966年）449頁以下（同『訴と判決の法理』（有斐閣、1972年）171頁所収）、石川明「保全訴訟
　の訴訟物一保全理由との関係について一」小池隆一博士還暦記念論文集『比較法と私法の諸問
題』（慶鷹通信、1959年）335頁以下等。最近までの学説の状況の詳細は、上村明広「保全訴訟
　における訴訟物」中野貞一郎ほか編『民事保全講座第1巻』（法律文化社、1996年）338頁以
下、松浦馨「通常民事保全訴訟の訴訟物」原井龍一郎先生古稀祝賀『改革期の民事手続法』
　（法律文化社、2000年）642頁以下。
（18）竹下守夫＝藤田耕三編『民事保全法』（有斐閣、1997年）42頁（吉村徳重）が訴訟物論か
　ら審理対象論への展開の必要性を指摘しているのは、訴訟物論の限界を認めていて示唆的であ
　る。瀬木・前掲注（4）『民事保全法』160頁もこの方向を正しいとしているのも同旨と思われ
　る。
（19）　瀬木・前掲注（4）『民事保全法』136頁、293頁は、法21条の趣旨が保全の必要性に目的
物との関連を求めているとしながら、保全の必要性が変化したからといって新たな申立てが許
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されるとすることにはならない（148頁）、との立論をしている。高部・前掲注（3〉ジュリス
　ト1247号151頁は、原決定のような仮差押命令の必要性のとらえ方は、旧法時代に採られてい
た、仮差押命令をもって具体的な執行手続と峻別された抽象的保全命令であると把握する見解
から導かれるのではないかとの見方を示しているが、必ずしもそれに尽きないように思われ
　る。
（20）　高橋宏志「保全処分における裁判の既判力の有無」丹野達＝青山善充編『裁判実務大系第
　4巻保全訴訟法』（青林書院、1984年）386頁。菊井ほか・前掲注（12）『3訂版仮差押・仮処
分』101頁は、仮差押えの必要性を欠くとする（なお、権利の満足または保全の実をあげるこ
　とができない以上、債権者はなお仮差押えを求めることができるとしている）。山本・前掲注
　（3）金融法務事情1684号62頁以下は、先行仮差押命令の発令・執行後に後行仮差命令の発令
　を申し立てることには、原則として権利保護の利益がないとしても、「債権の完全な満足を得
　るため執行文の付された債務名義の正本が数通必要あるとき」には、例外として許容されるべ
　きとする。
（21）保全の必要性について疎明の追加にとどまるものか事情の変化があったものとみるかの判
断は微妙である（鈴木忠一＝三ケ月章編『注解民事執行法（6）』（第一法規出版、1984年）19
　頁以下（小倉顕）参照）。
（22）安東章「債務名義や保全命令を有する債権者からの保全申立ての可否」門口正人＝須藤典
明編『新・裁判実務大系第13巻民事保全法』（青林書院、2002年）39頁が、先行仮差押命令の
対象不動産が値下がりした場合に異なる不動産に対して追加の仮差押命令申立てをすることの
可否については訟訟物ないし一事不再理の理論で決着がつく問題ではないとするのも同旨の問
題意識に出たものであろう。林・前掲注（3）NBL778号75頁も、「一事不再理」の理念を採用
　して説明するまでの必要ないし実益があるのか疑問があるとする。
（23）佐々木＝森崎・前掲注（5）判例タイムズ1104号10頁もこれを危惧する。
（24）安東・前掲注（22）「債務名義や保全命令を有する債権者からの保全申立ての可否」40頁
　は、先行仮差押命令の対象不動産が値下がりした場合に異なる不動産に追加の仮差押命令申立
てをすることの可否について、「原則として保全の必要性を否定しつつも不動産価格の下落の
程度が著しい場合には、諸事情を御案の上、申立てを認め得る場合もあるとするのが相当」で
　あるとする。
（25）仮差押解放金の算定基準については、請求債権額を基準とする説と目的物の価額を基準と
する説との対立があるが、実務上は、原則として請求債権額を基準とし、目的物の価額が請求
債権額より明らかに低額の場合は目的物の価額を基準として算定されている（山崎潮監修・瀬
木比呂志編集代表『注釈民事保全法上』（民事法情報センター、1999年）293頁（佐藤哲治）、
丹野・前掲注（19）『民事保全手続の実務』77頁、坂口公一「仮差押解放金の算定基準」東京
地裁保全研究会編著『民事保全の実務［新版］（上）』（金融財政事情研究会、2003年）227頁以
　下）。
（26）民事月報58巻5号（2003年）382頁。
（27）　もっとも、先行仮差押命令の存在が判明しなかったために、これと同一の被保全債権に基
づき、異なる目的物に対する後行仮差押命令を発する際に、主文に付記がされなかった場合に
　ついては、補足意見は、「債務者は、まず、いずれかの仮差押命令に対し保全異議を申し立て
　（民事保全法26条）、異議申立て事件の決定の主文において前記（略）の付記を得た上、前記
　（略）のとおりの方法により、仮差押解放金を供託して、各仮差押えの執行の取消しを求める
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　ことができる。」として、手続を教示しており、あわせて実務の指針となった。
（28）　清水・前掲注（3）判例評論538号188頁注（1）によれば、本件の差戻後の1審において
　は、先行仮差押命令の目的不動産の価額が1260万円であり、本件仮差押命令申立ては、被保全
債権が遅延損害金1365万円を加えた4365万円、その目的不動産の価額が2600万円とされて認容
　された、とのことである。遅延損害金債権は別個の被保全債権であるから、これだけが被保全
債権であったとすると本決定の趣旨とは関係なく処理されたことになるが、これを超える部分
　についてみれば、先行仮差押命令の被保全債権額と目的物価額の格差が著しいものといえるか
　ら、本決定の趣旨に則って決定されたものと考えられる。しかし、本件被保全債権は、その目
的物価額を大きく上回っており、また、既に先行仮差押命令で保全されている部分も含まれて
　いる。清水・同189頁注（17）によれば、東京地裁及び大阪地裁は、本決定後、後行被保全債
権額は先行仮差押が奏効していない部分に限るとの運用をすることにしたとのことであり、結
果として従前の実務の運用に戻す申し合わせをしたことになる（平田・前掲注（3）金融法務
事情1683号51頁には、神戸地裁において運用を改めた事例が紹介されている）。差戻後の審理
はそれとも少し趣きが違うようであるが、本執行で他の債権者の配当要求が考えられるのであ
　れば、裁量の範囲内であろう。
